
訳注）基礎教育校、基礎学校 学校制度改革により、従来の小学校と中学校をまとめて と*1 = Scuola di base
呼ぶ。
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イタリアにおける障害児教育と教育課程について

武田 鉄郎 ・ 宍戸 和成

（病弱教育研究部） （聴覚・言語障害教育研究部）

Ⅰ． はじめに

イタリア共和国は，国家，州，県及び市町村の４つ

。 。の行政レベルに分けられている 19の州と84県がある

教育に関わる国の省は，教育省，保健省，社会省など

。 ，である イタリアの教育システムは中央集権的であり

州，県独自に教育課程の基準については設定する権限

はない。我が国における学習指導要領のような国で定

めた教育課程の基準に相当するものは，教育省が定め

る幼稚園，小学校，中学校，高等学校等各学校段階の

教育指針である。例えば，教育省令で定められた「幼

Dai Orientamenti Minisuteriali per la稚園のための指針」

大統領令で定められた「小学校の教育Scuola Marerna,
Dai Programmi Didatti per la Scuola Primariaプログラム」

がこれに相当する。これらの指針等は，国立，私＊資料５-2)

立すべての学校に適用される。しかし，イタリアでは

特殊教育における教育指針はなく，障害児のための公

立の特殊教育諸学校や特殊学級やリソースルームは存

在しない。全ての子どもが通常の学校で学ぶというイ

ンクルージョン政策を実施してから30年近く経過し，

その過程で様々な法的根拠や教育システムを構築して

きた。よって，イタリアでは特殊教育におけるナショ

ナルカリキュラムは存在していない。障害のある幼児

児童生徒(以下，生徒と記述する)のための特別学校が存

在していた1970年代以前は障害のある生徒のためのカ

リキュラムは存在していたという。

以上のような理由から，本稿ではイタリアにおける

障害のある生徒の「教育課程の基準」を直接的に示す

ことはできない。しかしながら，一人一人の障害のあ

る子どもが通常学校でどのように教育が保障されてい

， ， ，るのかを 教育制度 統合教育実現のための法的根拠

そして学校組織，学習プログラム，プログラム協定等

を概観しながら紹介する。そして，今後，我が国の小

学校等の学習指導要領に障害のある子どもの教育内容

等をどのように盛り込むかの参考とする。また，個別

教育計画を作成活用していく過程において医療者等と

の連携のあり方についても参考になるよう情報を提供

する。

Ⅱ． イタリアの教育制度

イタリア教育省によるとイタリアの教育制度は，199

9年9月から新制度が導入され，義務教育を６歳から15

歳までの９年間に１年延長した。今後，段階的に義務

教育を延長し，７年制の基礎学校(初等教育及び前期中

等教育)と５年制の後期中等教育に移行する見通しであ

る。

１．就学前教育

0歳から3歳までは保育園が用意されている。教育省

の管轄は幼稚園からであり，幼稚園は3歳から5歳まで

の3年課程である。かならずしも多くの幼児が3歳から

幼稚園に通っているわけではない。

２．基礎学校 (小学校・中学校)
*1

旧制度では小学校5年間，中学校3年間の8年が義務教

育(６歳～14歳)であった。新制度では小学校５年間，中

学校3年間，高等学校１年までが義務教育(６歳から15

歳)となった。義務教育段階においては，教育課程の国

家基準がある。教育省によって定められた指導要領に

従って教育することになっており，均質な教育が行わ

れるシステムになっている。しかし，施設・設備に差

があったり，学校内の組織も異なっていたりして，実

際には学校や地域での違いがあるのが実態である。初

等教育段階は5年間で行われるが，前期課程(2年間)と後

期課程(3年間)の二つの課程に分かれている。各課程内

での進級は自動的に行われるが，前期から後期への進

級に際しては進級試験があり，第5学年終了時にも国語

と算数の2教科に関して修了試験が実施される。以前は

，筆記試験と口述試験が行われ厳しく評価されていたが

インクルーシブな教育が進展する中で口述試験を中心

に緩やかになってきている。前期課程では教科科目の

枠にとらわれない学習が行われているが，後期課程で

は，イタリア語，外国語，数学，理科，歴史，地理，
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社会科，宗教教育が行われている。小学校の組織の改

革が，1990年6月5日法律第148号によって行われた。内

容面では情報科学及び外国語教育の導入，組織面では

（ 3名の教師教員のモードゥロ制 modulo organizzativo:
を導入し，小学校指導組織で2学級を担任する方式）

。 「 」に最も重要な改革がなされた これにより 単独教師

というものは消え，教員チームが指導任務を分担する

ことになった。同法第３条では，学級の構成について

「障害児の在籍する学級が20人を限度とする場合を除

き，各学級の生徒数は25人を越えてはならない 」と規。

定される また 第４条では 教員の定員について 県。 ， ， 「

の職員数は，第8条の規定，後続の項の適用及び障害児

の統合の必要性に由来する職員の需要，並びに特殊な

目的及び異なる教育方針の教育機関の機能をもとに，

毎年決定される 」と規定される。さらに 「現行の学。 ，

習プログラムにある教育目標を達成するべく，各教育

行政区の定員は次に掲げる事項により構成される。a)

， ，学級及び複式学級の数に等しい定員数 b) さらに

2学級ごとに1定員，可能な場合は複式学級2学級ごとに

1定員の割合での追加 「教員は，担任である学校又は」，

同じ教育行政区内の別の学校において，3人の教員が2

つの学級を担当するモードゥロ制により配置される。

これが可能でない場合は，第7条に規定する教育活動の

時間割が各学校で確保されるように，4人の教員が担任

校において3つの学級を担当する構成によるモードゥロ

制で配置される 」とある。。

前期中等教育(中学校)教育課程の基準は表１に示すよ

うに国によって定められている。教科によって，口述

試験だけのものと，イタリア語，外国語，数学等のよ

うに筆記試験と口述試験を行う教科科目がある。修了

試験は５段階で評価され，上位４段階が合格となる。

合格者は，後期中等教育入学の基礎条件となる。３年

次に卒業資格試験が実施されており，留年する生徒も

出ている。2000年の学校制度改革により，従来の小学

校と中学校をまとめて基礎学校( )と呼ぶよScuola di base
うになった。

３．高等学校

。イタリアでは高等学校１年までが義務教育になった

高等学校は，文系高校・理系高校・職業学校などに細

分化されている。中学校卒業者のほぼ全員が高等学校

に入学するが，留年および退学者が多いのが特徴であ

る。

４．大学

国立大学では，医学部，歯学部，獣医学部，建築学

部を除いて入学試験はない。高等学校卒業資格があれ

ば希望するところに入学できる。入学者数に比べて卒

業者が少ないのが特徴的である。

Ⅲ．イタリアの障害児教育の変遷

１．歴史的変遷

近代以降のイタリアにおける障害児教育の変遷をま

とめると，次のようになる。

表１ 前期中等教育における教科目別週間時間配当

教科名 第１学年 第２学年 第３学年 修了試験の方法

宗教 １ １ １ －

イタリア語 ７ ７ ７ 筆記，口述

歴史，公民，地理 ４ ４ ４ 口述

外国語 ３ ３ ３ 筆記，口述

数学，化学，物理及び ６ ６ ６ 筆記 ，口述１)

その他の自然科学

技術 ３ ３ ３ 口述

芸術 ２ ２ ２ 口述

音楽 ２ ２ ２ 口述

保健・体育 ２ ２ ２ 口述

計 ３０ ３０ ３０
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1920年代

特殊教育についての措置が始まる。

1928年

盲および聾の単一障害のある児童に限って，義務教

育の対象になる。

1948年

イタリア共和国憲法が制定される。第3条に平等原則

の規定，第34条に障害のある人々の教育と就労への権

利が規定される。

1968年

障害児のための幼稚園の設置の議論が始まる。

1970年

障害者のための学校を作るために，リハビリテーシ

ョン研究や障害の予防，建築物の改築などを検討する

機関を設置する法律が制定される。

1971年

法律第118号 「義務教育は公立学校の通常の学級で。

行われるべきであるが，重度の障害や肢体不自由のあ

のる子どもにおいては通常の学級での学習が困難な場

合はその限りではない」とされ，障害児のための学校

を作ったり，リハビリテーションに関する研究，障害

の予防，建物の改善をしたりするなど障害児のために

特別な弾力的運営を勧告する法律であった。

1974年

法律第416号。学校運営について，父母，教師，他の

学校の教員ならびに生徒が共同参加することを規定し

。 ， ，た法律が制定される 学校運営が学校長 教員協議会

学校協議会，学年協議会によって行われることになっ

た。

1975年

内閣委員会(上院議員ファルクッチ氏が委員長)の勧

告。

「公立学校が障害児の教育の場として最も大切な場で

あり，分離した特殊教育的な施設を廃し，幼稚園から

中学校まで通常の学校の中で教育が行われるような新

しい運営が必要である 」。

1975年

障害児教育のための師範学校が廃止される。

1977年

法律第517号「義務教育段階においては，障害が重篤

， 」な場合以外は 障害のある児童は通常の教育を受ける

ことが義務づけられた。

1987年

憲法裁判所判決215号高等学校への就学に関する法律

「 」118号28条3項の条文 高等学校への就学を容易にする

を違憲とし 「高等学校への就学は保障されなければな，

らない」ものとした。

1988年

第262号通達「後期中等教育(高等学校)における，障

害のある生徒の通常の学級での受け入れと学校のバリ

アフリー化」を勧告した。

1989年

支援教師資格を得るための2年間の専門研修課程制度

が設けられる。2年間に1300時間の研修を受け，試験に

合格すると支援教師としての資格が取得できる。

1992年

法律104号「障害者の援助，社会的統合および諸権利

に関する基本法」が制定される。

この法令では 「学習の困難性や障害に関係する能力，

的欠如から生ずるその他の困難性によってその権利は

妨げられない」と規定されており，大学を含む全ての

学校段階で，障害のある生徒が通常の教育を受ける権

利を補償されることになった。

1993年

第81号法「障害の認定および学校日常生活の支援に

関する法律」が定められた。

1997年

第59号法「義務教育に関する地方自治体への権限委

譲，公的行政改革と簡素化」が定められる。

1998年

支援教師の養成に関する法律の整備

２．支援教師の配置

1971年から公的には統合教育が開始され，障害のあ

る生徒を支援するための職員がいたが，教員資格のあ

る人が担当していたわけではない。1977年には，特別

学校が廃止され，障害のある子どもは通常学校で学ぶ

Insegnante diようになった。1989年になって支援教師(

の資格が制度化された。支援教師の役割は，Sostegno)
障害のある子どものクラスに入って，クラス担任とチ

ームを組んで指導に当たるというものである。

1990年6月5日法律第148号第４条では支援教師のポス

トは，障害児4人に対し支援教師1人の平均比率を確保

するように正規職員の定員内に設定されることとなっ

た。

Ⅳ 障害のある生徒の教育システムと統合プログラム

協定

１．障害のある生徒の教育システム

1977年からすべての特殊教育学校が廃止され，1992

年の法律104号「障害者の援助，社会的統合および諸権

利に関する基本法」に基づいて，現在，通常の教育に
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すべての障害のある生徒が統合されている。また，こ

の法律が根拠になり，地域保健機構，県，市町村，教

育委員会がプログラム協定により連携しながら，支援

Profilo教師，介助員の配置，動態－機能プロフィール(

，以下PDF と呼ぶ)，個別教Dinamico Funzionale 資料２)

資料３)育計画( ， 以下，PEIPiano Educativo Individualizzato
と呼ぶ)の作成等を行う。ここでは，エミリア・ロマ

ーナ州モデナ県を例にとり紹介し，一人の障害のある

子どもがどのような過程を経て教育を受けるかを述べ

る。過程の概略は，①障害のある子どもの家族が地域

保健機構に対して，機能診断書作成を申請，②(新就学

の場合）家族が入学申請の際に学校へ機能診断書を提

出，③（進学，転校の場合）在籍校から，生徒に関す

る情報，動態－機能プロフィール(PDF)，個別教育計

画(PEI)を，これから通う学校に提出，④必要な人材を

派遣するよう要求，⑤教育委員会を通して，支援教師

， ， ，が派遣される ⑥市からアシスタント 教育スタッフ

コミュニケータが派遣される，⑦関係者のミーティン

グが開かれ，⑧学校と地域保健機構の関係者が，障害

，児の家族の協力の下で動態－機能プロフィールを作成

また，地域保健機構のスタッフが学校内での必要性に

ついて協議する，⑨地域保健機構の専門家と，支援教

師等の教員，コムーネ(地方自治体)から派遣されるスタ

ッフにより，個別教育計画(PEI)を作成。障害児の家族

はその作成，評価に協力する，⑩更に，地域保健機構

の専門家は，就学後学校を定期的に訪問し，関係教師

との協議，支援教師等の研修等によりフォローアップ

を行う，である。

２．プログラム協定の内容

， ，ここでいう法律104号の規定に定めるもの すなわち

「障害者とは，そのために学習・人間関係・労働参加

に困難を伴い，また社会的不利益ないし疎外を引き起

こしうるような，定続性または進行性の身体的・精神

的・感覚的障害を有する人」をいう。

について，１）1992年法律第104号の規定に定める者
資料１)生徒の相当性の識別

A. 地域保健機構（小児神経精神医学・心理学・

リハビリ医療部）は，次の義務を負う。

（1993年法律第271号第2条第1項，法律第423号，1994

年2月24日共和国大統領令第2条に従い）次に掲げる任

務を負う。

1. 障害のある生徒を判定し 「1992年法律第104，

Certificazione ai sensi号第3条による証明書 (

」の名で本協定に添付さdell’art.3 della legge 104/92)
れている書式を使用し，1992年法律第104号第3条

に定める者であるとする判定書を作成する。かか

る証明書に関しては，次に掲げる事項に従う。

a) 臨床医学的診断及び国際疾病分類ICD10コー

ドによる症状の分類について，明確かつ完全な

記載をする。

， ，b) 学校初年度の学級・コースへの登録時 又は

在学中における初めての判定の際に，所要の診

断プロセスを経た上で，生徒の家族の要請によ

り作成される。

c) 学校の各等級の移行時，特に，幼稚園から小

学校へ，小学校から中学校へ，中学校から高等

学校への移行時に，生徒の家族の要請により，

再度判定が行われる （2000年2月10日法律第30。

号の適用により，幼児学校から基礎学校への移

行時，及び，基礎学校から高等学校への移行時

に証明書が書換えられることになった）

d) 証明書は生徒の家族へ渡され，家族はこれを

次学年の学級・コースへの登録時（通常，毎年

1月中）に学校へ提出するものとする。

e) 地域保健機構は，生徒の学校生活のいかなる

時点においても，家族の意向を聞いた上で，生

徒を1992年法律第104号第3条に定める者である

と判定する証明の取消しを，生徒の家族を通じ

て学校へ通知する書状を作成することができ

る。かかる書状では，以前の措置の取消しに妥

当な，治療中の回復状況について描写する。

2. 前項の申告と同時に，本協定にそれぞれ「情

(Foglio Informazioni) (Quadro報 用 紙 「 診 断 票」

」 ，Diagnostico) の名で添付されている書式を利用し

情報用紙及び診断票を作成する。情報用紙には，

物質面で要する補助（本人の治療・歩行・動きの

訓練など）及び非物質面で要する補助（コミュニ

ケーションの必要性・自分の体及び姿についての

認識・対人関係における距離の認識・参加意識な

ど）の必要性について特定し，これに応じて，教

育補助員の週当たりの勤務時間案が設定される。

3. モデナ県で初回の障害証明を受けた生徒また

，は他県で証明を受け転入してきた生徒については

，支援教師の需要の特定のための然るべき期間内に

校長と所要の情報の受渡しを行うよう連携方法を

決定する。特定する方法とは次に掲げるとおり。

a) 個々の生徒についての状態を的確に説明する

ため，地域保健機構担当者と校長及び校長協力

。教員が1度ミーティングを行うことが望ましい

，b) 項目aで定めた方法が実行不可能な場合には

地域保健機構担当者は，生徒の障害の状態につ

いて的確に説明した報告書を作成し，校長宛に

送付する。
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c) 項目aまたはbの方法に代えて，実行可能な

状況につき，地域保健機構は校長へ機能診断書

を届ける。

４ 生徒の家族が，地域保健機構に所属又は協約

の専門家による医療サービスの利用を望まない場

合，民間の専門家が障害の状態を証明するために

作成した証明書は，地域保健機構の神経精神医療

チームの地域担当責任者またはその代理人による

認可を受け有効化されなければならない。かかる

有効化は，生徒に1992年法律第104号第3条に定め

る障害があるという申告をするに正当な状況があ

ることを確認するために必要となる。生徒の家族

が地域保健機構の治療サービスの利用を望まない

場合は，機能診断書・動態‐機能プロフィール・

個別教育計画の作成のために，生徒の主治医が学

校へ協力・助言するような環境を整える義務を家

族が負うものとする。

5. 生徒の家族が他県の市町村に居住し別の地域

保健機構を利用するときは，障害の証明書は，モ

デナ地域保健機構の医療チームによる書類検討の

上，裏書きされる。その他の事項の履行について

は，生徒を担当する地域保健機構担当者の管轄の

ままとする。

B. 教育機関は，次の義務を負う。

1992年法律第104号に定める対策を利用する必要があ

るときは，そのために必要な全ての情報を家族に提供

する義務を負う。

２) 機能診断書（ ）Diagnosi Funzionale
地域保健機構（小児神経精神医学・心理学・A.

リハビリ医療部）は，次の義務を負う。

１．障害のある生徒が学級に入る学年度の開始前あ

るいは９月末までに，本協定に「機能診断書作成

(Elenco dei contenuti minimi per laの必須項目一覧

」 の名で添付さredazione della diagnosi funzionale)
れている必須項目一覧を利用して，機能診断書（1

992年法律第104号第12号第5項並びに1994年2月24

日共和国大統領令第3条及び添付書類Aの規定によ

る）を，記述式で作成する。

２．機能診断書の内容を学校関係者に説明する。

３．幼稚園から小学校へ，小学校から中学校へ，中

学校から高等学校へという，学校の等級の移行時

に，家族に連絡の上，機能診断書を更新する （20。

00年2月10日法律第30号の適用により，機能診断書

は，幼児学校から基礎学校への移行時及び基礎学

校から高等学校への移行時に更新される 。かかる）

更新は，必要な場合は，生徒の学校生活のいかな

る時点においても行うことができる。

B. 教育機関は，次の義務を負う。

校長の任務

1.地域保健機構から発行された証明書の受け取りと

同時に，障害のある生徒の在籍を正規に認識する

ものとし，生徒の受け入れ及び授業への出席に必

要な措置の手配を開始する。

2.モデナ県で初回の障害証明を受けた生徒または他

県で証明を受け転入してきた生徒について，支援

教師の需要の特定のための然るべき期間内に，地

域保健機構と所要の情報の受渡し方法について取

決める。

3.生徒の家族との協力体制の第一歩として，また，

学外の環境も含めて生徒についての認識を広める

目的において，家族とのミーティングの場を時宜

よく設定する。
資料２)３）動態‐機能プロフィール (PDF)

A. 教育機関は，次の義務を負う。

校長の任務

1. 学級協議会（教員チーム）が，既得情報（医

療・家族・学外活動など）に基づき，且つ自主的

に，障害のある生徒の対人関係及び適性能力を観

察するための活動を計画することを保障する。

，2. 障害のある生徒の学校生活が開始ししたのち

12月中に，動態‐機能プロフィールを準備するた

め，専門の資格を有する支援教師の参加及び教育

心理学担当教師がいる場合はその協力も仰ぎ，学

級協議会（教員チーム）のミーティングを開催す

る。プロフィールの作成には，地域保健機構の当

該生徒担当者及び家族も，ミーティングにおいて

重要な位置を占めて参加し協力する。プロフィー

ルは記述式にて，本協定に「動態‐機能プロフィ

ール(PDF)」の名で添付されている必須項目から成

る書式を利用して作成する（1992年法律第104号第

12条第5項並びに1994年2月24日共和国大統領令第4

条及び添付書類Bの規定による 。動態‐機能プロ）

フィールの作成に関わるすべての人間は，それぞ

れの所見を記す最終書類に署名する。

3. 各学年末には，動態‐機能プロフィールの検

，証及び必要な場合は内容更新を協議にて行うため

同プロフィールを作成したチームのミーティング

を開催する。かかる作業の成果物である動態‐機

能プロフィールは，次の学年の活動とのつながり

の基盤を成す。

4. 幼稚園・小学校・中学校の終わり（2000年2月

10日法律第30号の適用により，幼児学校及び基礎

教育学校の終了時）において，動態‐機能プロフ

ィールの検証及び内容更新は，次の等級の教育機



（訳注）本部校＝同一地区の複数の小学校が集まって構成する１つの教育行政区の学校群のうち中心となる*1
学校を、本稿では便宜上こう呼んだ。

、*2 ,（訳注）人間形成計画＝ 略称 。各学校の概要、教育信念、教育プログラムPiano dell’Offerta Formativa POF

設備等を記載した文書。

（訳注）実験・究活動＝ 一例としてコンピュータ、音楽、劇、環境学習など。*3 attività di laboratorio,
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関への資料伝達のためにも必要となる。

5. 合同作業ミーティングを開催する際，学級協

議会（教員チーム）の教員の出席が可能となるよ

う，また，地域保健機構の医療業務特有の負担に

も配慮した上で，適度な柔軟性を確保しながら，

他機関の担当者と日付・時間・議題について取り

決める。

6. 特別な必要性が認められた場合は，本協定に

て定める以外の合同作業ミーティングの機会を設

けるため，担当者間の合意を図る。

B. 地域保健機構（小児神経精神医学・心理学・

リハビリ医療部）は，次の義務を負う。

1. 動態‐機能プロフィールの総合形成，その検

証及び必要な場合は内容更新のために，協議に参

加する。

2. 地域保健機構と学校の作業ミーティングは，

各年度ごと少なくとも2回行うものとし，例外とし

て，モデナ県で初回の障害証明を受けた生徒また

，は他県で証明を受け転入してきた生徒については

前述の第3条に規定するように，特別な方式で取り

決める。ミーティングは本部校 で開催することが
*1

， 。望ましく 参加者は開催日時について調整を行う
資料３)４）個別教育計画 (PEI)

個別教育計画とは，教育・学習指導を受ける権利を

行使する目的において，障害のある生徒のために一定

期間準備される，互いに融合し且つバランスのとれた

複数の介入について記述した書類である （1994年2月2。

4日共和国大統領令）

A. 教育機関は，次の義務を負う。

校長の任務

(Piano dell’Offerta1 . 学校の人間形成計画
*2

，以下，POFと呼ぶ)に，設備・人材等内Formativa
部資源，教育プロジェクト及びその実施・検証・

評価方法を明示した上，障害のある生徒の統合教

育プロジェクトが規定されるようにする。

2. 学級協議会（教員チーム）に，専門の支援教

師が重要な位置を占めて参加し，教育心理学担当

教師がいる場合はその教師も含め，地域保健機構

担当者及び家族の協力のもと，次の事項が実施さ

れるよう責任をもつ。

a) 本協定に「個別教育計画」の名で添付されてい

る必須項目から成る書式を利用し，規定の期間

で（4ヶ月又は2ヶ月ごと ，個別教育計画の作）

成・組み立て・検証を行う（1992年法律第104

号第12条第1～4項 。特に，学級への実質的な）

統合と教育の成功（可能な場合，高等学校の教

育課程修了の国家試験の合格も含め）を確実な

ものにする目的において最適な方法を決定す

る。

b) 個別教育計画を，教育・教科の指導計画化又

は介入分野領域別の指導計画化に統合する。

c) 障害のある生徒が，学級，小グループ，実験・

研究活動 においてどのように作業するかにつ
*3

いて，又，その他の特定の活動を必要とするか

について，明確にする。

d) 必要と考えられるスペース・備品・機器・補

， 。助教材を特定し その使用方法及び目的を示す

e) 生徒の出席時間の短縮が必要な場合は，治療・

リハビリの負担も考慮に入れ，地域保健機構担

当者及び家族と協議の上決定する。

3. 学級協議会が策定する障害のある生徒のため

の広域統合プロジェクトについて，学外の人的・

物的資源及び地域保健機構担当者の協力，生徒自

身とその家族の意見，市町村行政機関（教育・交

） ，通・社会福祉・スポーツ等の担当評議員 の意見

また地域のボランティア団体の参加が望める場合

はその意見も考慮した上で策定が行われるように

要求する。

4. 個別教育計画で定めた活動の実施に向けて提

供された資源を利用した結果得られた成果につい

て，協議の上定める方法により，本協定の署名機

関に報告する。

B. 市町村当局は，次の義務を負う。

1. その管轄において，個別教育計画で定めた内

容の実現に必要となる場所・設備・補助教材を供

給する。

2. 各分野の評議員（教育・交通・社会福祉・ス

ポーツ・文化など）の権限をもって，地域の資源

の活用を支援し，学校・地域保健機構担当者と協

力の上，生徒とその家族の意見を参考にし，地域
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にボランティア団体がある場合はその活性化をは

かりながら，障害のある生徒の統合教育のために

学校内部で実施された作業を地域へと広げる統一

プロジェクトの策定に参加する。

C. 地域保健機構（小児神経精神医学・心理学・

リハビリ医療部）は，次の義務を負う。

1. 個別教育計画の準備及び検証を行う学校ミー

ティングへ参加し，生徒に必要となりうる治療・

リハビリ実施の期間・方法を説明するなどの助言

を行い，計画実現のために学校及び生徒の家族と

協力する。

，2. 同事業体の専門家の専門能力の提供をもって

地域の資源の活用を支援し，学校・市町村行政機

関関係者と協力の上，生徒とその家族の意見を参

考にしながら，障害のある生徒の統合教育のため

に学校内部で実施された作業を地域へと広げる統

一プロジェクトの策定に参加する。

Ⅴ．学校の教育課程である人間形成計画と評価

１．人間形成計画(POF)

1999年8月3日イタリア共和国大統領令第275号「学校

」 ，組織の独立性に関する規定 及びそれに関連した命令

規則に基づいて，各学校は，毎教育年度に人間形成計

画を作成し，教育 ，人間形成 ，知educazione formazione
育 を通して，人間形成の成功，教えることとistruzione
学ぶことの効果の向上を目的とした学校経営・教育活

動を行っている。人間形成計画(POF)は，各学校の概

要，教育信念，教育計画，設備等を記載した文書であ

り，プログラム協定では次のような内容で示されてい

る。

学校においては，①POFは学校で作成されるカリキ

ュラム，学級編成，教育上の柔軟性，教授法，教育方

法などの学校の計画であり，全ての生徒，特に重度・

超重度の障害のある生徒の統合教育及び教育の成功の

推進・保障を目的とする。②障害の状態悪化の防止，

，地域の文化的・教育的資源を利用した教育措置の実施

全学級参加の相互協力タイプの活動の実施，聴覚・視

覚障害者の統合教育のための外部専門家及び新技術機

器の活用，著しく重度の身体・精神障害者の学習理解

と対人関係の向上の推進を目的とする 「統合教育の有，

効モデル」の始動を目指す学級協議会の活動を推奨・

支持する。POFの作成・実施に関しては，地域保健機

構と市町村当局も密接に連携している。

イタリア教育省は，各学校を独立性の高い自治的な

教育機関として教育活動ができるように法的に認め，

重度・重複障害等の生徒に対しても学校の教育課程の

編成において，統合教育が推進され，教育の成果が上

げることができるよう保障している。

２．障害のある生徒の評価

(1) 障害のある生徒の教育評価

義務教育学校においては，試験は教授した内容に対

応し，生徒の潜在能力及びスタート時の学習レベルに

関しての進歩を評価するものである。卒業証書及び試

験終了時に発行する証明書には，障害のある生徒の受

験した特別な試験については記載をしない。特別な試

験は，補助機器を利用して行うことができる。

高等学校においては，教育省の学習プログラムに規

定する目標（又はそれに相当する目標）に一致する水

準に達しているときは，障害のある生徒は，ほかの生

徒の評価基準に従い評価される。これは，専門学校卒

。業資格試験や高校卒業資格試験についても同様である

個別教育計画(PEI)が，教育省の学習プログラムに相

応しない教育･訓練目標をもち特殊化されている場合

は，個別教育計画の展開のみに関して採点され，個別

教育計画の目標達成のための教育継続という目的にの

み有効な法的価値をもって，学習成果が評価されるこ

とになる。これらの生徒は，その結果，次の学年へ進

級するか，又は留年が決定される。このような生徒に

は，成績表の下部に，特定の記載が添えられる。学級

協議会が特殊化した評価基準方法を採用しようとする

ときは，正式な不同意を表明することのできる期限を

明らかにして家族へ直ちに通知するものとし，不同意

の表明が家族からされない場合は，提案した評価方式

に同意したものとみなす。拒否が表明されたときは，

生徒に障害があるとはみなされず，ほかの生徒の評価

基準をもって評価されるものとする。障害のある生徒

には，教育省の提案する試験に等価の試験を，教育補

助機器使用の上，筆記・描画試験の時間を延長し，自

律性及びコミュニケーション担当の補助員の立会いの

もとで行うことができる。いずれの場合も，試験は，

受験者が高校卒業証書発行に妥当な文化的・職業的素

養を獲得していることを認めるものでなければならな

い。

特殊化方式で（つまり個別教育計画に応じた）成績

評価を受けてきた生徒は，個人の教育課程に沿って特

殊化した試験を行う形で，職業資格試験等を受験し，

。 ，達成能力及び適性の証明を得ることができる 証明は

教育委員会と州の間の協定分野の職業訓練課程受講に

おいて「教育クレジット」として使用可能となる。留

年の場合，学級協議会は個別教育計画の指導目標を到

達可能な目標に再設定する必要がある。いずれの場合
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も，障害のある生徒には3回の留年が許容される。

(2) イタリアにおける職業高校の指導の実際

エミリア・ロマーナ州モデナ県にある国立コルニ工

業職業高校を紹介する。この学校は1980年代から障害

のある生徒を受け入れてきた。生徒数は全日制969人，

夜間制120人が在籍し，34人の障害のある生徒（うち聴

覚障害児は２人）と75人の外国籍の生徒がいる。少年

院への訪問教育も行っている。機械，電気，グラフィ

ックデザイン，歯科技工のコースがあり，学級あたり

の生徒数は平均22名である。教師数は，160人で，うち

支援教師は13人で，常勤者と１年契約の非常勤者がい

る。

， ，40時間の週授業時数のうち 聴覚障害のある生徒は

31時間を支援教師なしで通常の授業を受け，９時間は

。 ，支援教師と共に授業を受けている この際支援教師は

授業のメモを取ったり，教師が黒板を向いて話したと

きの言葉を伝える等の補助をする。

高校段階のインテグレーションの特徴的な制度とし

て，チューター制度がある。チューターは市当局から

， 。 ，派遣され 大学生が多い 授業の補習や宿題の手伝い

映画を見たり，バール(簡単な飲食ができる店)に行った

りなど外出するときの付き添いや話し相手になる。

地域保健機構

校長と対象者（本人）

教育委員会

対象者（本人） 地方公共団体

法人，企業，施設，地域企業

チューター 教育係 専門教師

・P.D.F.動態・機能ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ

・P.E.I.個別教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

§個別化計画 ｸﾗｽの意見 教員組織

学校／学校循環計画(学校内での職業実習計画)

学校／職場循環計画(職場実習計画)

図１ 国立コルニエ工業職業高校のP,O,Pー統合教育における就職推進のための組織－
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対象者：肢体／五感障害のある生徒と，完全な知覚能力があるか軽度かつ部分的な障害のある生徒

受け入れ前と受け入れ

動態・機能ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ 個別教育計画 クラスの計画からみた目的

P.D.F. P.E.I.

個別化された教育方法論

個別の時間，手段，教材

資格付与（一般生徒との同等の試験もありうる）

国家試験（一般生徒との同等の試験もありうる）

＊学校が評価出来るようにまかされている

図２ 資格付与，高校卒業，免状到達に関すること

教育課程は，５年間でディプロマ（卒業資格）を取

得するコースと，３年間のクレジットと呼ばれる単位

を取得して修了証を受けるコースがある。

職場実習としては，学校内で実習を行う「学校／学

校」の場合と学校外で実習を行う「学校／職場」の場

合がある。

評価は，口述試験だけの中間テストと筆記試験と口

述試験による年末試験がある。評価の基準は，国から

各学校に任されている。口述試験では，答えやすいよ

うに質問の方法を変えたり，筆記試験では，聴覚障害

の生徒に論理的な記述を求めないようにするなどの配

慮がされる。

ここに， 2002/2003年の国立コルニエ工業職業高校

。 ，のＰＯＦで機械訓練コースの一部を紹介する 図１は

統合教育における就職推進のための組織である。

本コースの教育課程の概略は，以下の通りである。

教育の目的は，軽度又は中度，重度知的障害のある

生徒のコルニエ高校機械労働者コース内における職業

訓練課程の達成を目指すことである。

しかし，障害の程度により全ての障害のある生徒が

学級計画に参加できるわけではなく，各々の個別教育

。計画による教育課程を計画する必要がある場合がある

個々の実態に応じ個別教育計画が作成され，それらの

計画に基づき有効な能力を習得した場合 「教育クレジ，

ット」証明書を発行する。教育内容は，彼らの人生及

び学校生活においての参加活動を踏まえた実践的手作

業を中心にしたものである。

実習内容として，作業における安全に関すること，

車のブレーキ構造，消音マフラーの構造，タイヤの組

み立てと分解，車の組立と分解，溶接技術，２Dコン

ピュータでの車のデザインなどである。

実習場所は，本校，モデナ地方指定事務局，地域保

健機構，小児神経精神科サービス，モデナの市当局指

定セクターなどである。

関係者は，この課程の教師と支援教師，技術教師，

アシスタント，チューター，介助員である。

この教育課程終了時に，臨時クラス会議，教師，チ

ューター，介助員と共同者による会議，地域保健機構

の派遣者との会議，親との話し合いを行いながら評価

を行う(図２)。

この最後の評価では，質，量の結果のみならず，計

画，本人への教育効果，他の生徒との学習過程におけ

る成果も含まれている。

資格付与，高校卒業については，前述したように，

教育省の学習プログラムに規定する目標（又はそれに

相当する目標）に一致する素養レベルに達していると

きは，障害のある生徒は，健常の生徒の評価基準に従

い評価される(図２)。個別教育計画(PEI)が，教育省の
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対象者：精神欠陥 中度・重度知的障害のある生徒

受け入れ前と受け入れ

動態・機能ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ 個別教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

P.D.F. P.E.I. 個別化された目的

個別化された教育方法論

個別化された時間，手段，教材

教育クレジットの証明書

図３ 人間形成に関わる教育クレジットの取得

学習プログラムに相応しない教育･訓練目標をもち特殊

化されている場合は，個別教育計画の展開のみに関し

て採点され，個別教育計画の目標達成のための教育継

続という目的にのみ有効な法的価値をもって，学習成

果が評価されることになる。図３に示したものは 「教，

育クレジット」の取得に関することである。

Ⅵ．まとめ

１．学習指導要領に関連して

イタリアの障害のある生徒のための教育課程は，特

， ，別学校用の教育指針として個別に作成されず 幼稚園

， ， 。小学校 中学校 高等学校の教育指針に示されている

日本で言う学習指導要領レベルにおいても障害のある

生徒の教育と健常な生徒との教育が統合されている。

いわゆる「学習指導要領の一体化モデル」である(資料

５参照)。故に，障害のある生徒が各段階の教育課程の

基準に合わないときは，機能－動態プロフィールや個

別教育計画を作成し，個に応じた教育内容を準備でき

る制度になっている。特に，ディスアビリティの改善

克服の領域に関しては地域保健機構の訓練等のサービ

スを受けることができる。しかし，重度・重複障害が

あり，発達レベルが幼稚園課程よりも未分化な指導内

容を必要とする場合は，教育課程として国の基準を持

ち合わせていない。実際に学校に訪問してみると，地

域保健機構の専門家と支援教師などが機能－動態プロ

，フィールや個別教育計画を作成し指導を行っているが

地域や学校によって大きな違いがある。重度・重複障

害のような発達が未分化なケースにおいて，幼稚園課

程よりも前の段階の指導内容を示す必要性についてモ

デナ教育委員会に質問してみた。その回答は，イタリ

アはインクルージョンを進めてきた国であり，障害者

と健常者との教育課程のレベルでも区別してはならな

いということであった。しかし，教育現場では障害に

。特化した教育課程の必要性を唱える教師もいると聞く

我が国においても通常学級に認定就学者，LD等の生徒

が在籍しており，今後，小学校・中学校等の学習指導

要領に障害の状態への配慮が盛り込まれていく必要が

ある。イタリアの「学習指導要領の一体化モデル」が

参考になるものと考えているが，この場合にも幼稚園

課程以前の段階の指導内容に関する問題を検討してい

く必要がある。

２．学校の教育課程である人間形成計画の存在

人間形成計画は，各学校の概要，教育信念，教育計

画，設備等を記載した文書である。カリキュラム，学

級の編成，教育組織，学校運営の柔軟性，教授法，教

育手法等が全ての生徒，特に重度・最重度の障害のあ

る生徒の統合教育の推進と効果の保障を謳い，プログ

ラム協定等で法制化されている。

イタリアにおいては，障害のある生徒のための教育

課程として国の基準はないが，学校の教育課程(POF)

の編成には，障害のある生徒と全生徒のための教育活

動の内容，配慮等が盛り込まれていることになる。こ

のPOFの編成は，今後の我が国の幼稚園，小学校，中

学校，高等学校の教育課程を編成していく上で参考に

なると考えられる。
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３．個別教育計画の評価について

個々の実態に応じて作成される機能－動態プロフィ

ールや個別教育計画の内容は，我が国での重複障害者

等の特例で行われている知的障害養護学校の各教科や

自立活動の内容を含むものであることが理解される。

また，評価の基準については，義務教育段階では各

段階の教育課程で学習した内容に対してどこまで到達

したかという評価と，個別教育計画の目標がどの程度

達成できたかという個人内評価で行われる。高等学校

では，基本的には教育省の教育指針の基準の目標に一

致する素養レベルに達しているときは，障害のある生

徒は，健常な生徒の評価基準に従い評価されるが，個

別教育計画が国の基準に相応しない目標を持つ場合に

は特例が認められている。この特例においては，個別

教育計画の展開のみで評価される。個別教育計画の目

標達成のための教育継続という目的にのみ有効な法的

価値をもって学習成果が評価され，次の学年へ進級す

るか，又は留年が決定されたり 「教育クレジット」証，

明書を取得できたりする。我が国には，高等学校にお

けるこのような教育クレジットという制度はなく，今

後，大いに参考になるものと考えている。

４ 「場における教育」と「ニーズに応じた教育」の共．

有

我が国においては 「場における教育」から「ニーズ，

に応じた教育」への移行が「特別支援教育のあり方に

ついて(最終報告)」の中で強調されている。イタリアに

おいては通常学級という「場」を共有することを重視

し在籍も皆通常学級である。しかし，実際に訪問して

明らかになったことであるが，多動を伴う自閉症児に

対してはクラスで一緒に授業を行う時間とTEEACHプ

ログラムを個別に行う教室と時間の両方を確保してい

た。また，重症心身障害の生徒に対しては通常学級で

みんなと一緒に授業を行う時間と体調等に配慮してベ

ッドで休息をとったり個別に学習したりする場所と空

間が確保されていた。すなわち 「場における教育」と，

「個のニーズに応じる教育」の共有が重視されている

といえる。主な病院内にはホスピタルスクールが存在

， 「 」 。し 病院という 場における教育 も確保されていた

病院の中に教育が必要であるという考えは 「ニーズに，

応じた」という考えに含まれるものである。

我が国が「場における教育」から「個のニーズに応

じる教育」に移行するときに留意点の一つとして，院

内学級は病院の中にあるという「場における教育」で

あるという一面的な判断から，その教育を後退させな

いことを挙げたい。

，個々の実態に応じて柔軟に対応できる教育システム

それを支える法的根拠の構築がイタリアの障害のある

生徒の教育を支えている。このような柔軟性こそ日本

が学ぶべき点であろう。

５．学校，地域保健機構，市町村当局との連携

イタリアの統合教育のためのプログラム協定を具体

的に紹介したが，学校，地域保健機構，市町村当局と

の連携が法的な枠組みの中で定められている。法的根

拠を基に，一人の障害のある生徒に対して協働チーム

が組まれ，質の高いケアと教育の実施を試みている。

我が国において 「今後の特別支援教育のあり方につ，

いて(最終報告)」の中で広域特別支援協議会等質の高い

教育支援を支えるネットワークの構築や特別支援コー

ディネーターの役割，個別の教育支援計画などを他の

専門家と協働チームを組みながら推進していくことが

課題として挙げられているが，協働という視点でみて

もイタリアのプログラム協定は今後の日本の特別支援

教育の推進の参考になるものと確信している。

本稿の執筆にあたっては，科学研究費補助金(特別研

究促進費(2))主要国の特別な教育的ニーズを有する子ど

もの指導に関する調査研究：研究代表者 千田耕基)，

同じく科学研究費補助金(基盤研究(B)(2)海外：イタリ

アのインクルーシブ教育における教員の資質と専門性

に関する調査研究：研究代表者 石川政孝)で得た資料

を基にして作成している。
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基 本 資 料

資料１ 障害の認定書１

モデナ市地域保健機構

小児精神神経科・心理カウンセラー・成長期リハビリのサービス

保健管轄＿＿の_____番

92年度第104法第3条による認定

姓________________________________________ 名_________________________________

出生地____________________________________生年月日_____________________________

住所_______________________________________________________番地________________

地区________________________________ 市（コムーネ）_____________________________

臨床診断

重要な順に診断（ICD－10）の認定

欠陥（疾病）の主な性格（１つのみ選択）

□ 物理的に際立つ

□ 物理的に軽度である

□ 精神的に際立つ

□ 精神的に軽度である

□ 視覚

□ 聴覚

最終的にPDF，PEI，検証結果による最終定義について，この生徒の責任者となるのは，

医師__________________________________近くのサービス____________________________

電話連絡先____________________________勤務時間__________________________________

日付__________________________________

署名_____________________________________

資料１ 障害の認定書２ 学校長宛の情報書類

情報書類

学校長宛

______________________

生徒________________________________________は，_________________________に生まれ，

家族の決定により，貴校______________________学年に登録します。こちらの受理計画に合意していただくた

め，貴校に以下の情報をお送りいたします。

生徒の出身は，

□ 家族

□ 学校又は特殊学校
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□ 共同体

□ 保育園_______________________________________________________________________

□ 幼稚園・幼児学校_____________________________________________________________

□ 小学校_______________________________________________________________________

□ 中学校_______________________________________________________________________

□ 高校_________________________________________________________________________

生徒は，

自主的に学校へ来ることができる はい いいえ

同伴者なしで学校利用の輸送手段を使う はい いいえ

個人的付き添いと共に特別輸送手段を使う はい いいえ

個人的付き添いなしで特別な方法を使う はい いいえ

助けなしで階段をのぼれる はい いいえ

助けと共に階段をのぼれる はい いいえ

特別な方法による，整備された保健サービスを要する はい いいえ

学校時間内に薬の投与を必要とする はい いいえ

学校時間内でリハビリ活動を行う はい いいえ

技 術作 業 活 動に 助 けな し で 参加 す る （工 業 用 など の 機 械の 使 用 を見 込 はい いいえ

んだもの）

技 術作 業 活 動に 助 けと 共 に 参加 す る （工 業 用 など の 機 械の 使 用 を見 込 はい いいえ

んだもの）

生徒のために開始する助成

助成の種類

心理カウンセラー はい いいえ

精神神経科 はい いいえ

民生委員 はい いいえ

エドゥカト―レ はい いいえ

リハビリ はい いいえ

その他 はい いいえ

生徒は，以下の必要性を紹介する。

移動

□ 特別な方法

□ 同伴者

□ その他

学校の建物

□ 1階の教室

□ 特別保健サービス

□ 特別整備のある教室

そのほかの必要性

□ 技術的援助（示す）

□通学時間の縮小（特定する）

□ ．のための補助教育者（要請を特定する）．．

週に要する時間___________________________
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□ その他

診断の表

明 ら か に な っ た 障 主 随 伴 知 的 能 力 言 語 能 力 の 運 動 能 力 の 情 緒 と 注 意 及 て ん

害と症候群 障 障害 の危険性 危険性 危険性 対 人 関 び ／ あ か ん

害 係 の 困 る い は の 症

難さ 態 度 の 状

障害

軽 中 重 軽 中 重 軽 中 重

度 度 度 度 度 度 度 度 度

視覚障害部分的

視覚障害全般的

聴覚障害部分的

聴覚障害全般的

精神遅滞

言語障害

特異的学習障害

中 枢 ・ 末 梢 性 神 経

運動障害

心 理 的 発 達 の 全 般

的な障害

注 意 及 び ／ あ る い

は態度の障害

情 緒 対 人 関 係 の 障

害
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資料２ 機能－動態プロフィールに関する書式

PDF（機能・活動の側面）

学校名 ______________________________________________________________________

____

通学本拠地域 ________________________________________________________________

____

編集年月日 __________________________________________________________________

____

本日の日付 _________________ ,________________ ,_________________ ,______________

____

姓 ____________________________________ 名 __________________________________

___

出生地 ________________________________ 県 __________________________________

___

生年月日 ______________________________

戸籍 ________________________________________________________________________

___

教育年度 通学学年（ 1.2年 . . 通学時間 学校機関の種類

等） （週時間）

92年第104法第3章による証明書：

発行年月日______________________________ 更新又は改正月日_______________________

ASL（地域保健機構）責任者______________________________________________________________________

診断の写本と明細書

障害のある機能領域

□ 認知領域

□ 情緒関連領域

□ コミュニケーション領域

□ 言語領域

□ 感覚領域

□ 運動遂行領域

□ 学習領域
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□ 自律領域

□ アイデンティティー（自己同一性）領域

医師の指示による特別病理において，定着させるべく特別な工夫（てんかん，血友病，骨性虚弱…等）

認知領域

：正常な素質；軽度・中度・重度 の知的障害；短期／長期的記憶力認 知的 発 達 レベ ル

；注意力；時間的空間を組織する能力

： 認 知 形 式 ， 決 定 能 力 ， 認 知 的 自 律 性 ， 参 加 す る ， 分 析 す る ， 総 合 す る ,協 力 す戦 略

る，概念的図面，概念化の度合いと様式

， ， ， ，異なる専門家によ：以前の知識を利用する 情報を共有する 要求する 裏付けする

明確に質問する，時間や空間の 中で人間関係の経験をする，活動る 統合 方 法 の利 用

を計画するための空間を利用できる

教員，ASLの職員，家族の観察による，この領域の各部門を反映させ，生徒がどう機能しているか記述する。

生じうる発達能力の記述。生徒が短期間で到達しうるようなもの，また，完全に自律的又は一般化された方法

でなくてもよい。

以下，同様に，情緒関連領域，コミュニケーション領域，言語領域，感覚領域，運動遂行領域，学習領域，

自律領域，アイデンティテイー領域の内容について紹介する。

情緒関連領域

：自己評価，本人の人間関係，目的との関係，欲求不満への忍耐力本人領域

：率先性，感情的に独立，協力する能力対人関係

：他人との人間関係のなかで学習する動機付け，対話者との関係への動機付け関係動機
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コミュニケーション領域

：類似，目の筋肉の動き，ジェ スチャーの身振り，表情的 ジェスチャー，口特 権的 才 能

語的，筆記的，絵画的，音楽的，肉体的，指的

：経験・環境的体験，個人的体験，人間関係や物質的体験特権的内容

：自己中心的，協力的，平等的行動様式

言語領域

：口語言語（単語・節・時制・異なる文脈において多様な複雑さを語る）と筆記理解力

： 音 韻 的 発 達 （ 発 音 不 全 ・ 語 彙 的 遺 産 ・ 統 辞 法 的 か つ 叙 述 的 構 造 へ の 口 頭 で の 考生 産 ）

慮

：異なる状況において所有する 口語の使用，相互的かつ／又は統合コ ミュ ニ ケ ーシ ョ ン

的言語の使用

感覚領域

：鋭さ，見える分野，障害が生じた年齢，余剰能力，補助機能視覚機能

：中心，周囲，欠落度合い，補助 に対しての代償，障害が出 現した年齢，余剰聴 覚機 能

能力，補助の利用，補助可能な機能

.触覚機能

運動領域

：楽な体勢，平衡，移動可能性，行動 自制の様式，無器用，行動不安，調包 括的 運 動 性

節欠陥

：把握，震動，測定障害，部分的調整限界運動性

：対物あり，対物なし，擬似的，創造的，計画能力，同年齢との関係単純と複雑な実践

学習領域（その１）

就学前

遊び：陰謀的・擬似的・象徴的遊びの用意

図表：意味のない落書き，表現的描写，物語的描写，記述的描写

就学期間

文学と文字：音節，単語，文章，多様な 分類学上の間違いを含む， 模写・書き取り・

自発的な文字

理解力：成文化した言語とは異なる言葉で迅速に意味を解釈する

生産：音節，単語，文章，自発性，操作，再記述

計算：計算する，数量の一致，加減乗除

算数と幾何学：初歩的数学の思考，問題の理解と解決
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学習領域（その２）

： 現 学校 と以 前の学 校の前後 関係にお いて，学 習した 能力の利 用取 得能 力 の 自発 的 利用

を置換する能力

：学習分野または経験分野またはあえて行なう広範囲な学習学習歴

自律領域

：食事，個人的掃除，括約筋の自制，服装，器具と補助個人的自律性

：内外の記された環境で最終的に移動 する，社会的自律性を促がす器具を社 会的 自 律 性

機能的に利用できる（電話・お金・公的乗り物を使う方法 ，家族と学校の自）

律性，他人との関係，クラスメートや大人を交えたグループ，時間的・空間的視点

自己同一性領域

：確かである，重要と信じてい る，能力があると信じてい る，受け入れられ本 人の 想 像

ていると信じている

：肉体との関係，自分史との関係，グループとの関係本人の知識

：同級生や大人との関係の中で の関係，同級生や大人との 関係においての本本 人の 自 覚

人の行動についての自覚，想像・音響・小 話や本についての朗読を整 然とできる能力に

ついての自覚
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資料３ 個別教育計画の書式

PEI(個別教育計画)

学校機関 ____________________________________________________________________

____

通学本拠地域 ________________________________________________________________

____

学校学年 __________________________________

通学クラス ________________________________

姓 ________________________________________ 名 _______________________________

____

出生地 ___________________ 県 ______________________ 生年月日 _______________

____

戸籍 ________________________________________________________________________

____

1. クラスの特徴

クラス________________________________ 授業時間_________________________________

休憩時間を含む1日の時間割の計画

通学生徒数____________________________ H（障害児）につく生徒_____________________

複雑な状況についての端的な説明：

2. 統合教育について助成する人材

・支援のための専門教師（支援教師） 週______________________時間

・補助教育者 週______________________時間

・その他の仲介者（ボランティア・チューター等） 週______________________時間

３．生徒が利用するもの

不規則に食堂 はい いいえ

毎日食堂

特別移動

付き添い付き特別移送

エレベーター

整備されたトイレ

車椅子

特別な机

計算機

特別補助付き計算機

休憩する環境

特別な器具と補助

その他
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４．生徒の週の通学時間

曜日 登校時間 下校時間 学校外活動

月曜日

火曜日

水曜日

木曜日

金曜日

土曜日

メモ：

５．学校内での活動計画編成モデル

以下に示した統合様式を表に記入せよ。

＝クラス内； ＝クラス内でのグループ作業； ＝クラス内での作業活動；CL G L-CL

＝他クラスの生徒との作業活動； ＝一人との関係もしくは一人の支援教師との関係での個別活動;L-G AI

＝支援教師が監督するクラス外の小グループ活動； ＝休憩；A-PG R

＝リハビリか治療RIAB

活動計画に参加するものがいる場合記す。

＝主要教師 ＝支援の専門教員（支援教師） ＝補助教育係DD DS ASS

＝他の個人仲介者（ボランティア・チューター等）MED

時間 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

メモ：

（指導領域または活動分野）６．学級の週時間割の提案

時間 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日

クラスの指導教師が同席する可能性のある時間の利用様式を記入する。
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７．障害のある生徒がいる学級に対する活動計画

・ 補習活動

・ 熟練と強化活動

・ 作業活動

・ 開放クラスでの活動

・ 課外活動

・ 観光

・ 遠足

８．計画

・ ，個人的教育計画により

（個々の指導・指導領域・経験分野の詳細計画については文書化されたものをPEIに即して添付している）

A) 学級への全指導（指導領域・経験分野）の中で，最小に計画された目的を少なくとも達成している

又は

B) 学級の次の指導（指導領域・経験分野）のみにおいて最小に計画された目的を達成

次に続く指導（指導領域・経験分野）について，時間的・内容的個別計画

次に続く指導（指導領域・経験分野）について，学級計画を参考にしない個別計画

次に続く指導（指導領域・経験分野）については除外
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個別教育計画における総合活動と学校による在外団体への参加・

（目的・教育方法論・活動評価の詳細については，計画に即した関連文書に総合的結果として書かれており，

学外法人との協力様式の特別基準も付いている）

１．スポーツ活動

２．文化・教育又は社会化的活動

３．進路指導（かつ高校での職業環境での教育）活動

・ 進路指導と生徒への継続的計画

（個別活動・目的・時間・様式の詳細については，PEIの計画に入っており，学校または在外機関との起こり

うる協力についても記載されている）

総合的記述（目的・時間・展開期間・必要な資質と協力）

・ リハビリの介入とセラピーは，

学校時間内で週時間________________ 教育年度内での期間________________________

中断の分類______________________________________________________________________

学校時間外で週時間________________ 教育年度内での期間________________________

中断の分類______________________________________________________________________

PEIの評価

次に続く教育計画は，いかなる場合においても，その構成員一人一人の提案からその必要性を認知する学年会

議により計画された目的の再定義の結果として，評価されるものである。達成した結果と効果的選択肢の妥当

性の評価は，4ヶ月期間評価に一致するのものである。評価するすべての人は，次に続く添付された総合的議事

録を編集する。

評価月日 可決した決定の簡単な記載

８．両親との関係

・ 参加協力形式（記載する）

PEI可決の月日 ____________________________________

学校長の署名

_______________________________________

学年会議構成者の署名

ASL労働者の署名
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両親の署名

PEI添付物リスト

内容の記載 提出月日

資料４ 障害者の援助・社会的統合・諸権利のための

枠組法(抄訳）

（1992年2月5日法律第104号，全44条）

第1条（目的） 共和国は，

a）障害者の人間的尊厳・自由の諸権利・自律性に対

して十全な敬意を払い，障害者の家族・学校・労働・

社会への十全な統合を促進する．

b）障害者の人間的人格の発展，最大限可能な自律性

の達成，集団的生活への参加，市民的・政治的・財産

，的権利の実現を妨げるような阻害要因の発生を予防し

またはそれを除去する。

c〉身体的（ ・精神的（ ・感覚的fisico psichico） ）

（ ）障害を持つ人の機能的・社会的回復を追sensoriale
求し，障害の予防・治療・リハビリテーションのため

のサービスと給付，障害者の法的経済的保護を保障す

る．

d）障害者の社会的な疎外や排除の状態を克服するた

めの施策を整備する。

第3条（権利主体）障害者とは，そのために学習・人間

関係・労働参加に困難を伴い，また社会的不利益ない

し疎外を引き起こしうるような，定続性または進行性

の身体的・精神的・感覚的障害を有する人をいう。

② 障害者は，その障害の性質や程度，残余の個人

的能力の総体やリハビリテーション治療の効果に応じ

て決定されるような諸給付に対する権利を有する。

③ もし単一または重複の障害が年齢相応の人格的

自律性を損なっており，個人または対人関係の領域に

おいて，永続的・継続的・包括的な援助を必要とする

ようなときは，その状態は重度とみなされ，公的サー

ビスのプログラムと措置が優先的に適用される。

④ 本法は，領土内に定住する外国人や無国籍者に

対しても通用される．

－後段略－

策4条（障害の認定）障害・困難性・永続的な援助の必

要性，また第3条にいう残余の個人的能力の総体に関す

る認定は，社会的活動者（ ） 名およびoperatore sociale 1
地域保健機構によるサービスの対象となっている当該

ケースの専門家1名を加えた，1990年10月15日法律295

号1条によって地域保健機構（USL）に設置された医学

委員会（ ）によって行われる．commissioni mediche
第５条（障害者の諸権利のための一般的原則）阻害

要因の除去・自律性の促進・社会的統合の実現は，次

のような諸目標を通じて追求される。

a）公私の諸機構，特に大学や全国研究協議会（CN

R ・また社会保健的サービスとの協同プロジェタトに）

よるなどして，障害者およびその家族，または当該研

究に参加した諸機関のための科学的・遺伝学的・生医

学的・教育心理学的・社会的・工学的研究を発展させ

ること

b）障害の予防・診察・出生前または早期の治療，そ

して原因の系統的な研究を保障すること

c)現在の科学的知識や技術水準のもとでの可能な限

， ，りでの回復 家族的社会的環境における障害者の維持

そして障害者の社会生活への統合・参加を保障するよ

うな治療的サービスやリハビリテーションの時宜適切

な措置を保障すること

d）回復と社会的統合の可能性との関係においても，

障害についての理解を助けるために，障害者の家族に

対して社会保健的情報を保障すること

e）社会保健的措置の選択と実施において，障害者の

潜在能力を活用しつつ，家族・共同体・障害者の間の

協力を保障すること

f）障害の発生を時宜適切に避け，またはそれに対処

するために，または生じた障害のダメージを最小限に

し，またはそれを克服するために，幼児や未成年者の

成熟と発展のすべての局面において一次的かつ二次的
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な予防手段を保障すること

g）1990年6月8日法律142号27条にいうプログラム協

定に基づくその他の地域サービスとの連絡調整や統合

を保障しつつ，障害の予防・支援・回復に向けられた

サービスと措置の地域的分権を遂行すること

h）真に必要な場合において不可欠な期間，本条に列

挙する諸目標の達成のために補足的な経済的援助を定

めつつ，障害者とその家族に対して，適切な心理学的

， ，・教育心理学的支援 対人ないし家族的介助サービス

技術的補助器具を保障すること

i）関係諸団体の参与を得るなどして障害の予防や治

癒，リハビリテーションや障害者の社会参加のための

永続的な情報提供や市民の参加を促進すること

j）たとえ当該地域外であってもより適切と思われる

サ－ビスを選ぶ権利を保障すること

k）本法によって定められたサービスを活用するなど

してあらゆる形態の社会的疎外や排除の克服を促進す

ること

第9条（対人介助サービス）－第1項略－

② 対人介助サービスは，地域に存在するそのほかの

保健医務や社会援助的サービスと統合される。さらに

次のような付加的事業を活用することができる：

a）現行法規にいう兵役の良心的拒否を申靖して認め

られた人たち

b）ボランティア活動を行うという申靖をした満18歳

以上の市民

c）ボランティア組織

③ 第2項の各号に示された人などは，特別の養成を受

けなければならない。

④ 第2項b）号にいう人に対しては，1991年8月11日法

律266号2条2項に定められた規範が拡大適用される。

第１２条(教育と知育に関する権利)０～3歳の障害児に

対しては，保育所（ )への入所が保障される。asilinido
② 幼稚園（ )や各種の学校教育機関におscuola materna
ける普通学級，高等学校機関における障害者の教育と

知育に対する権利は保障される。

③ 学校教育における統合は，学習，コミュニケーシ

ョン，人間関係，社会化おける障害者の潜在的可能性

の発展をその目標とする。

④ 教育と知育に対する権利の行使は，学習上の困難

やそのほか障害と関連する能力の欠陥に由来する困難

によって妨げられてはならない。

(訳・小谷 眞男)

資料５ 小学校組織改革及び学習プログラム

資料５－１ 1990年6月5日法律第148号「小学校の組

織改革」下線は，障害のある子どもについての記述

第1条

一般目的

小学校は，憲法に定める原則に従い，個人的，社会

的及び文化的な多様性を尊重し生かしながら，義務教

育分野において人間及び市民の形成に協力する。そし

て，最初の文化的識字化を推進することで，児童の人

格発達を目的とする。

小学校は，教育学・カリキュラム・組織面における

協定の形もとりながら，幼稚園及び中学校との教育プ

ロセスの連続性の実現に努める。

第2条

教育の連続性

教育大臣は，全国公教育協議会の見解をふまえ，学

校の協議機関の権能を尊重の上，省令をもって，第1条

第2項に規定される協定の形式及び方法に関して，特に

次に掲げる点について決定する。

a) 生徒に関するデータの伝達

b) 家族又は一時的であっても生徒の親族権を行使す

る人間との協力における，生徒に関する情報の伝

達

c) 開始学年と終了学年のカリキュラムの調整

d) 開始時の学級の形成

e) 生徒の評価システム

f) 地域自治体の管轄によるサービスの利用

学習指導計画化案の適切な調和をはかる目的におい

ても，関係当事者となる学校間の学校長の間並びに開

始時及び終了時の学級の教員の間において定期的なミ

ーティングを開催することで，教育の連続性を保障す

る。

第3条

学級の構成

障害児の在籍する学級が20人を限度とする場合を除

き，各学級の生徒数は25人を越えてはならない。

第4条

教員の定員

県の職員数は，第8条の規定，後続の項の適用及び障

害児の統合の必要性に由来する職員の需要，並びに特

殊な目的及び異なる教育方針の教育機関の機能をもと

に，毎年決定される。

現行の学習プログラムにある教育目標を達成するべ
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く，各教育行政区の定員は次に掲げる事項により構成

される。

a) 学級及び複式学級の数に等しい定員数

b) さらに，2学級ごとに1定員，可能な場合は複式学

級2学級ごとに1定員の割合での追加

教員は，担任である学校又は同じ教育行政区内の別

の学校において，3人の教員が2つの学級を担当するモ

ードゥロ制により配置される。これが可能でない場合

は，第7条に規定する教育活動の時間割が各学校で確保

されるように，4人の教員が担任校において3つの学級

を担当する構成によるモードゥロ制で配置される。

支援教師のポストは，障害児4人に対し支援教師1人

の平均比率を確保するように正規職員の定員内に設定

される。かかる割合の特例として，機能診断によりさ

らに個別化した措置が求められるような特に重度の障

害がある場合，又は，障害児が山間又は島部の学校へ

通学する場合に，事実上の定員として許可される。

支援教師は，教育行政区の定員の補完部を構成し，

。 ，その中で正規配置の権利を有する かかる支援教師は

支援教師名簿に5年間登録の後，第15条第5・7・8項の

適用に由来する職員定員の空きの範囲内において，共

通名簿への移行を要請することができる。

第5条

学習指導の計画化とその組織

programmazione dell’attività学習指導活動の計画化(

)については，共和国大統領令1974年5月31日第didattica
416号第4条及び1977年8月4日法律第517号第2・11条の

規定の実施において教員会議で承認される教育活動の

計画化案( ) に基づprogrammazione dell’azione educativa
き，教育の自由の保護のため，教員が準備する権限を

有する。

学習指導活動の計画化案は，次に掲げる事項を目的

とする。

a) 生徒の実質的な学習能力及び要求に適した学習指

導組織を準備し，現行の学習プログラムにより定

められている目標を達成する。

b) 結果の検証と評価。

c) 教育指導の一貫性。

d) 学習プログラムに規定される目的及び目標に比し

て，カリキュラム内の各教科目の教育指導への充

当時間を適切に分配する。

学校長は，教育活動の計画化案により定められた事

項に基づき，教育の連続性を守る環境を確保し，並び

に教員の適性能力及び経験の最善なる活用を行うよう

に配慮した上で，第4条に規定する各モードゥロの学級

，への教員割当て及び教員への担当科目領域の割当てを

。時宜を得たローテーションも想定して行うものとする

同一の組織モードゥロの中で，各教員は合議のうえ

活動し，モードゥロが担当する学級又は学級群におい

て，等しく共同担任となる。

第4条で規定したモードゥロの具体的な構成は，小学

校の1・2年においては，学習指導計画の一貫的かつ教

科目学習の予備段階的な設定をしやすくするため，基

本的に各学級に1人の教員がより長時間いることを可能

とする。

複数の教員による指導は，より広範な教育機会へ発

展する場合も含め，基本的に教科目の領域ごとに構成

される。

教員会議は教育活動の計画化において，全国公教育

協議会の見解を参考にした上，教育大臣により規定さ

れた基準に従い，教科を科目領域別にまとめ，カリキ

ュラムのそれぞれの教科目授業に割当てる時間数を分

配する。なお，そのとき次に掲げる事項に配慮する。

a) 特に小学校の第1・2学年において，教科の類似関

連性。

b) 「イメージ教育（図画 「音と音楽教育 「身体）」， 」，

運動教育」の教科を，これらの教科のみでまとめ

たり，同一の領域内にまとめないようにする。

各学級における指導の結果及び生徒の理解の中間評

価には，学習指導活動において共同責任者である教員

すべてが合議の上で行う。

校長は，教員の定期会議も利用し，教育活動計画化

案と学習指導活動計画化案の調整をはかる。

第6条

障害児向けの措置

障害による学習困難な状態の克服に適切な措置を実

施するため，第4条に規定する支援教師が配置される。

その任務は，教育活動計画化案の枠組みの範囲で，学

習指導活動全般と調整されなければならない。

支援教師は，担当学級の共同責任者となり，個別教

育計画の策定及び実施に向けて，第4条で規定するモー

ドゥロの教員，生徒の両親及び必要に応じて地域機関

の専門家と協力する。

教育行政区の職員の中から，特定の資格又は教育心

理学分野における経験を有する教師を最大24時間まで

起用することを可能とする。かかる教師は，調整役及
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び代表者としての校長の役割を尊重した上で，予防及

び回復のための措置，困難な状態にある生徒の学校参

加及び統合への補助，並びに地域の専門家及び医療サ

ービスとの相互協力を行う。かかる目的において，教

員会議は計画策定中に，モードゥロの構成に関して必

要な調整を校長に提案する。

教育大臣は，障害児の統合教育の記録について2年ご

とに検証を行い，国会へ報告し，同検証に基づいて相

応の規定を発する。

第7条

学習指導時間

小学校における学習指導活動は週27時間で，第7項に

規定する内容に関しては延長し最大30時間まで可能と

する。

第3・4・5学年においては，第7項に規定する内容以

， ， ，外にも 教育上の正当な必要性が見られたとき 及び

組織上必要な状況を呈したときには，決定事項が学校

，の前述のすべての学年に関わるものである場合に限り

週27時間を越える教育活動の授業時間を30時間の限度

内において設定することができる。

学校食堂及び交通機関に充てられた時間がある場合

は，本条項第1・2項に規定する学習指導活動の授業時

間からこれを除くものとする。

いずれの場合も，週あたり授業時間の構成における

学習指導の計画化の基準として，何らかの教科目を犠

牲にすることなく複数の教科目領域へ時間分配を適切

に行わなければならない。

， ，学校協議会は 学校の組織及び施設の利用可能状況

並びに家族の社会経済的状況を勘案して，教育指導－

学習理解の質は保持した上で，次に掲げる時間割の方

式から選択し，学習指導活動の時間割展開の方法につ

いて決定する。

a) 午前－午後に分配された，週6日の授業

b) 午前－午後に分配された，週5日の授業

必要となる組織及び施設の準備ができるまでは，週6

日の午前中授業を採用することができる。

教育大臣の発する省令により，外国語授業の段階的

導入に関連した授業時間数のさらなる増加が規定され

る。

第8条

長期教育プロジェクト

1990～1991教育年度から，学級の異なる生徒による

グループについても，家族の要請に基づき，次に掲げ

る条件において，カリキュラム指導内容を豊かにする

特別活動及びカリキュラム指導内容の補完活動を実施

することが可能となる。

a) 週の活動時間の総合が，昼食休憩時間を含め，3

7時間を越えないこと。

b) 活動に必要となる施設があり，それが実際に機

能していること。

c) 参加する生徒数が，基本的に20人を下回らない

こと。

d) 年間にわたる授業の実施が，プロジェクトが関

わる学級の共同責任者である教員によって，1988

年8月23日共和国大統領令第399号第14条第8項に規

定する方法及び範囲内で，週あたり授業時間設定

数に3時間の追加授業を行うことで保障されている

こと，若しくは，かかる教員が指導可能でない場

合は，同一学校又は同一教育行政区に正規配置さ

れていて授業時間消化の必要のある教員を必要時

間の範囲内で配置するか，又は，かかる条件が存

在しない場合は，県の参加可能な正教員を配置す

ることにより，保障されていること。

1971年9月24日法律第820号第1条に規定されるフル・

タイム活動は，1988～1989教育年度における現行ポス

トの範囲内で，次に掲げる条件に従い，継続すること

ができる。

a) 必要な施設があり，それが実際に機能しているこ

と。

b) 昼食休憩時間を含めた週の合計時間が，40時間に

設定されていること。

c) 学習指導計画化案及び教科目の構成が現行の学習

プログラムに一致し，指導組織において本法律の

規定する科目領域ごとの教員の分配が規定されて

いること。

前述のフル・タイム活動が廃止される場合において

生じるポストは，第4条に規定するモードゥロ実施の目

的にのみ使用されるものとする。

第9条

教授時間数

小学校の教員の教授時間数は，週あたり24時間の学

習指導時間のうち，教授時間の22時間，及び，授業の

時間割にかからない時間に行われる各モードゥロの教

員によるミーティングで学習指導計画化を実施するた

めに充てられる2時間にて構成される。

教授時間の範囲においては，その一部を，学習プロ
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セスに遅れのある個人又は小グループの生徒に充てる

ことができるものとし，外国人生徒，特にEU諸国以外

の出身の生徒もその対象に含む。

各教員の週あたりの教授時間は，少なくとも週5日で

配分されなければならない。

教員会議は，9月1日から授業の開始日まで，学習指

導活動の年間プラン策定及び研修企画実施のために集

合する。

活動の年間プランにおいて，教員会議は，5日を越え

ない期間で欠勤する教員の交替基準について，教授活

動及び第1項に規定する学習指導計画化のための2時間

を除いて年間ベースで算出される第2項の使用可能時間

数の最大3分の2までを利用する形で決定する。

かかる目的においては，現行の規定に従い報酬を受

ける，週24時間の義務時間数を越える教授時間数の貸

し付けを通じて措置をとることもできる。

1971年9月24日法律第820号第12条第6項は廃止され

る。

第1項に規定する時間数には，学校食堂に充てられる

時間に実施される教育的補助行為も含まれる。

第10条

外国語教育

小学校においては，1外国語の教育が行われる。

第5条第3項の規定に加えて，外国語の教育の導入の

一般的な方法，かかる言語の選択及び教員の起用にお

ける基準，並びに教員が有するべき資格及び必要条件

にの定義については，本法律の施行日から1年以内に，

全国公教育協議会の見解をふまえ，国会の所轄委員会

の所見を事前に聴取の上で，教育大臣が発する所定の

規定により定められるものとする。

特別な法規定により複数の言語教育が義務となって

いる小学校については，外国語教育の導入は，地域の

管轄の自治体との事前の合意をもって規定することが

できる。

第11条

生徒の評価

現行の学習プログラムの内容及び目標に関し，教育

大臣は，全国公教育協議会の見解を聴取の上，生徒の

評価の方法，時期及び基準並びに評価の家族への通知

方法について，教育省告示をもって決定する。

第12条

多年度特別研修プログラム

新たな組織及び学習プログラムの実施に際し，通常

の研修プログラムを補完する意味において，教育大臣

は，大学及びIRRSAE（県の教育研究実験研修機関）

の協力のもと，すべての監督者，管理者及び教員向け

に多年度にわたる特別研修プログラムを実施する。当

該プログラムは，かかる目的で教育省の予算項目に計

上した割当額の範囲において実施される。

かかる目的において，県教育長は，監督官及び学校

長にも参加要請の上，第1項に規定するプログラムの運

営のために協力し，勤務免除が必要となる場合はその

期間を決定する。

新規研修企画は，第5条の規定への一致性を高めるた

め，科目領域ごとに適切に組立てられるものとし，新

学習プログラムにより設定された目標の総合的な獲得

を保障し，学習指導活動の計画化とその実施について

。研究する機会を教員に与えるものでなければならない

かかるプログラムの後期には，単一の科目についての

研修コースが設置される予定であり，教員の職業的素

質及び適性に基づいて，教員がさらに掘り下げた研究

を行うことが可能となる。

第1・2・3項に規定する内容に加え，大学，職業人団

体及び学術協会，定款に教員の職業的養成を掲げる全

国規模の団体及び機関は，学術的及び職業的な価値並

びに多年度による特定の効果があると確実に認められ

る研修プロジェクトについて，その運営協約をIRRSA

Eと締結することができる。教育大臣は，その告示を

もって，協約締結の方法並びに協会及び団体機関に要

求される技術学術的及び運用面の条件について決定す

る。

多年度特別研修の実施の結果生じた勤務の必要性に

対し，1982年5月20日法律第270号第14条の規定による

勤務可能な職員をもって教育行政区内で対応できない

場合は，研修活動中の教員の代理として臨時代行の任

命を行う。

， ， ，同様に 多年度特別研修プログラムの教師 専門家

推進者，グループ指導者その他承認プロジェクトに規

定されるあらゆる役割を務めるために研修プログラム

実施に招かれた教員の代理として，第5項に規定する状

， 。況が生じた場合 臨時代行の任命を行うことができる

第13条

学習プログラムの検証及び調整

教育大臣は，監督官及びIRRSAEの参加のもと実施
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される体系的な検査に基づき，定期的に学習プログラ

ムの検証及び必要な場合はその調整を行う。

改正の提案を受けると，教育大臣は，全国公教育協

議会の見解を聴取し，国会の所轄委員会へ事前情報を

通知する。

第14条

非国立の小学校

正式認可された私立小学校は，教育計画及び授業時

間数について，国立小学校の学校組織法を採用する義

務がある。

， ，認可小学校は 現行の学習プログラムの示す目標に

最大限に適応する義務がある。

教育大臣はこの件に関し，告示をもって規定を発す

る。

第15条

第16条

省略

資料５－２ 1985年2月12日共和国大統領令第104号小

学校のための学習プログラム

序論

1. 小学校の特徴及び目的

憲法規定

小学校は，共和国憲法の定める原則にのっとり，人

間及び市民の育成を目標とする。また，小学校は，世

界人権宣言及び児童の権利に関する条約にも依拠する

ものであり，ほかの民族との理解及び協力のために努

める。

小学校は，最初の文化的識字化を推進するという任

務も担うものであり，児童の人格の発達のための社会

的育成の基礎を成し 「市民の自由及び平等を事実上制，

限し，人間の完全な発達を妨げる経済的及び社会的障

害（共和国憲法第3条 」を取り除き，社会生活へ参加）

し「自己の能力と選択に応じ，社会の物質的及び精神

的発展に寄与する活動及び役割を遂行（共和国憲法第4

条 」するという，権利－義務の実際的な行使の礎を形）

成する。

小学校と教育の連続性

小学校は 「少なくとも8年間与えられる義務かつ無，

償の下級教育（共和国憲法第34条 」の分野でその任務）

を負う。

小学校は，幼稚園及び中学校との教育学・カリキュ

ラム・組織的な協定も含め，その独自の教育及び学習

指導の目的に相応した形で，生徒が義務教育の目標を

優位に達成しうるために不可欠な条件である教育プロ

セスの連続性の推進に貢献する。

この観点において，幼稚園もまた家族の行動とあわ

せて重要なる役割を担うものであり，就学過程におけ

る機会不均衡をできるかぎり排除するにふさわしい教

育的・社会的条件の形成のため，適切な教育活動をも

って協力する。

小学校の方針と目的

学校，家族，参加

小学校はすべての教育的機能を満たすものではない

ことを認識する。したがって，その責任の遂行及び機

能的自立性の範囲において，合議機関の規定に定めら

れる民主的参加協力を介して，児童の教育の基礎の場

である家庭及び学外の地域社会との教育的相互作用を

推進する。

小学校はその教育・学習指導の計画化の中で，地域

及び地域団体が提供する文化・環境・手段的な資源を

生かし，同時に，歴史的発展の要素としての革新プロ

セスの価値を児童がくみとるよう教育する。

学校・学外生活とマスコミュニケーションの情報伝

達手段は，多様かつ複次的な対比比較の機会を絶えず

提供する。

児童はすでに幼児期から，その疑問心を刺激するよ

うな，個人・集団の慣習，ふるまいや行動が急激かつ

抜本的に変容していく社会的現実の中で生活していお

り，児童を取り巻くこの複雑な現実を適切な形で知っ

て理解することを強く必要としている。

小学校は，家庭の教育的選択を尊重した上で，多様

な経験が出会うような開かれた考えの場を構成する。

それは，児童に自己中心的で主観的なものの見方を克

服させ，同様に，他者を不利にして1つの視点や1社会

集団を独占的に優遇するようなあらゆる浅慮を排除す

ることを助ける。

民主的共生の教育

「 ， ，児童は すべての市民は 等しく社会的尊厳を有し

法律の前に平等であり，性別，人種，言語，宗教，政

治的意見 個人及び社会的条件により差別されない 共， 」（

和国憲法第3条）ということについて納得するよう導か

れる。

小学校は，こうした民主的共生の基本的方針が，受

，け身の無関心として認識されることのないように務め

確かな価値を実現する明瞭かつ首尾一貫した行動基準

に基づき，児童が自らの考えを意識し，自らの行動に
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責任をもつよう刺激していく義務をもつ。

児童は，すでに学校生活を開始する時点で，家族・

市民・宗教・モラル・社会の様相に関して価値・経験

的財産を積み重ねている。

小学校は，教育の場を正しく利用し，家族及びほか

の教育体験の場を尊重した上で，児童が他人への許容

と尊敬，対話，集団の福祉への協力を基本として，自

主的に判断，選択，責任を担うこと漸進的に獲得し，

人間の相互関係社会へ積極的に参加していくことを支

援する任務を負うものである。

そのためには，教師はまず第一に，人生における具

体的な経験，特に人間関係に関わる経験について児童

が生産的な省察をできるよう奨励するために，児童の

内部にあるエネルギーを刺激することになる。

総合的な教育目標に関して，小学校は次に掲げる事

項を目指す。

・ 児童が，ときに個人的な努力の中で，抱いた理

想とその実現の間にある調和的価値を意識するこ

と。

・ 児童が，個人的かつ自主的な発案・決断・責任

のより広い機会をもち，漸進的にグループ作業や

相互に助け合い補助する形態を体験し 「グループ，

との積極的な連帯」と「グループの圧力による消

極的な受入れ 「判断において自主性を確保する」，

能力」と「順応主義 「制裁を要求すること」と」，

「自分で制裁すること」の違いを明確に自覚する

こと。

・ 児童が，人間及び文化に対して，ステレオタイ

プ及び偏見を培うことを予防かつそれに異を唱え

る目的で，児童が「多様性と疎外」の多様な形に

ついて基本的に自覚できること。

・ 児童が，保健衛生，自然環境の保護，生き物に

，（ ）対する正しいふるまい 学校施設をはじめとする

公共の建造物や設備の維持，交通規則の遵守，エ

ネルギー節約の問題に敏感であること。

・ 児童が，社会的通信手段も利用しながら，身近

な環境を越えて文化・社会的境界線を漸進的に広

げ，より広い文化・社会の現実，特にヨーロッパ

の現実及びその統合過程について，国際理解及び

国際協力の精神で考察すること。

小学校は，生徒がもつすべての経験を受入れ，宗教

信仰に関する問題も含め，相互理解及び尊重の習慣を

形成することに寄与する。

国立小学校は，提案する信仰をもたず，不可知論も

優遇しない。

かかる小学校では，現実社会に具体化した歴史的・

文化的・道徳的事象としての宗教的現実の価値を認識

し，生徒もそうした現実を経験しているからこそ，学

校ではそれを教育活動全体の中で取扱うこととし，児

童が家庭環境で体験する宗教経験に配慮することによ

り，宗教に関する立場の違いを尊重し，あらゆる形の

差別を拒絶する気持ち及び態度を育てるようにする。

2. 児童の教育的ニーズにふさわしい学校

教育的な潜在能力としての創造力

学校は，児童の潜在的な創造力を発達させるよう務

める。2つの点について特に強調しておく必要がある。

まず第1の点は，運動・認知・情緒の機能が相乗作用的

に漸進的かつ正確に作用するようにする必要について

であり，これは児童に活動的な課題に対する満足感を

引き起こし，そこに児童の個性が表現されることにな

。 ， ，る 第2の点は 創造力を表現的活動にのみ限定せずに

知識分野においても研究の過程で考えを処理していく

なかで生産的な力を得る必要性についてである。

創造力へ注目することは，実質的に，児童の中に自

分の可能性の自覚と「自己の自覚」を育てる必要性，

及び個人面・社会面における知識の活用における自主

判断能力を徐々に育てていく必要性を示す。

学習理解の教育的環境としての学校

小学校は，意図的かつ体系的な介入を以て，常に広

がる人間関係・交流の世界と児童の関係を児童に自覚

させるため，児童の経験及び興味の高さから出発しな

がら，文化的識字化という特殊な使命について実現す

る。

小学校は，すべての基本的な種類の言語機能の習得

と，人間・自然・人工世界の理解に不可欠な概念・能

力・調査方法について初歩レベルの習得を促進する。

かかる目的においては，グループ作業や相互協力の

形態を組織し，生徒の発意発案・自主決定・個人責任

の発展を助けるような，学校の日常生活において肯定

的な社会空気があることが不可欠となる。

それらが，各生徒が学校生活を「教育と学習理解の

環境」として体験するために必要な条件であり，その

， ， ， ， ，中で生徒は 直接行動 計画策定と検証 探検 考察

。個人学習といった自分の能力を徐々に成熟させていく

したがって，小学校が提供する文化的・行動的・社

会的刺激は，情緒・社会的バランス及び肯定的自己像

の上に，内省的かつ批判的な考察能力を段階的に築い

ていくと同時に，創造力・相違性・判断自主性を強化

するものである。

このように小学校は，文化・社会生活へ常により意
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識的に参加していくために必要となる認知面及び社会

情緒面の基礎を築く。かかる基礎を構成するのは，前

述した知識や適性能力のほか，建設的な理解及び行動

の動機付け，個人及び社会的責任の段階的自覚，共生

のためのルールの遵守，及び未来を予想・予防・計画

・変更・検証するために考察する能力などである。

このため，小学校は，その特別な使命の遂行におい

て 「学習教育」と「人間教育」の関係を具体的に実現，

する学校なのである。

多様性と平等性

過去に受けた教育的体験の個々の発達の連続性を確

保するため，小学校は，個々の生徒の能力や，既得し

ている知識（マスメディアを通じての知識も含む ，情）

動面･心理面･社会面で到達している自信の範囲につい

て知り，それを生かしていくことに務める。

したがって，これらの要素を増進させていくために

は，既得している能力を初日から確認することが不可

欠である。すなわち，知覚面･心理面･手先の器用さに

関する状況，さらに，象徴過程，論理力･表現力･コミ

ュニケーション能力･社会生活能力，さらに，図画表現

･空間表現･リズム表現などに関してである。困難や遅

滞がみられる場合は，適切な手法にて，本質的に等価

の結果を追求するため，バーバルコミュニケーション

に加えてその他あらゆる手段を使用することが必要と

なる。

「多様性」が学習困難や問題行動へと変容すること

をできる限り避けるのは，小学校の義務である。それ

は，たいていの場合挫折や学校中退の前兆となり，結

果的には社会的･市民的不平等を招くことになるからで

ある。

学習困難を示す生徒，障害児の統合教育

義務教育範囲において教育･学習指導を受ける権利の

行使が，それが障害に関連するものであれ，不利な状

態に関わるものであれ，学習困難の存在により妨害さ

れることがあってはならないが，ただし，両者を混同

してはならない。

不利な状態とは，家族及び情愛の欠如，経済的・社

会的に不遇な状況，知的刺激の不足による文化的・言

語能力的ギャップに結びついている。したがって，教

育・学習指導計画化については，スタートのレベルに

特に注意を払い，方向づけられた発展性のゴールを設

定し経過をみて検証していくような個別の学習行程の

構築・実現を想定して，構成・展開する必要がある。

障害児の統合のプロセスについては，重度であれば

なおさら，学校側は「医療診断書」よりもむしろ担当

の専門家により事前に準備される「機能診断」をもと

にして，教育・学習指導のプロセスに取り組むことが

必要である。

機能診断では，観察下の生徒の発達段階において，

潜在能力のある主要分野と欠乏が見られる主要分野を

明らかにすることで，教育・学習指導計画化の範囲で

教員が行う介入が，対象となる生徒のニーズと能力に

応じた最適のものであるようにする。かかる教育的介

入は，最大限の自主性および表現･伝達能力の取得を促

進することと，さらに，可能な限り基礎的な言語手段

及び数学的手段を有するようになることを目指す。

いずれの場合も，学習の目的が無視されたり 「出席，

している」だけの単なる社会化に終わることがあって

はならない。社会化のプロセスは，大きな意味でこれ

も学習なのであり，その発達の的確な育成措置を欠く

ことは，さらなる疎外の形を生む可能性があるからで

ある。

障害のある生徒は，学校に対して，教育補助と学習

指導支援についてのより複雑な問題を提示しているの

である。

大部分の対象者については，教育手法の強化･洗練･

個別化で十分である一方，特に重度の状態にあるごく

少数の生徒については，専門家による個に応じた教育

法を，リハビリ療法によるサポートで補完した形での

対応が必要となる。この場合，学校は専門家の協力，

さらに地域で常時利用可能な機関や施設等を活用でき

るようでなければならない。

こうしたケースにおける活動には，予防･早期対策･

介護の形を実現するため，家庭の連携した努力と，社

会医療制度の協調的対応が伴うことが必要である。

特に重度の障害に関わる能力障害については，学校

・地域の医療機関・専門の団体間の密接な協力により

実施される特殊な介入を可能とするため，適切に整備

されたセンターを同一の教育行政区内に機能させるこ

とが望ましい。

障害児の学校成績の評価については，学習指導活動

の中で追求された育成リズムや個別教育目標と関連づ

けるのみとする。

いずれの場合も，障害のある生徒の学校経験が，生

，徒個人の成熟度と学習のリズムとできる限り調和して

一貫して根本的に継続した経路に沿って発達できるよ

うにしなければならない。

3. 学習プログラムとその計画化案

学習プログラムの方針

小学校はその任務の実行のため，追求すべき教育目

標に関して機能的に組織される。それゆえに，教育内
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容及び達成するべき基本的能力について全国レベルで

規定する学習プログラムの方針に従いながら，生徒の

学習の実質的な能力及び要求から出発して学習プログ

， 。ラムを展開できるように 適切な指導組織を準備する

，その内部に整然とした構造をもつ学習プログラムは

知識及び理解に対する生徒の欲求を満たし，学習し消

化する教養を等しく所有することを助けることを目指

す。

学習プログラムの特性は，生徒が，言語の意味を洞

察したり，本格的な科学的学習を開始したり，人間・

社会生活の諸相について深く学びはじめたり （イメー，

ジの世界から始まって）現実の衝撃的な側面について

。批判的に考えたりすることを助ける意図から生まれる

学習指導の計画化と組織化

学習指導の計画化

学習指導の計画化は，学習プログラムとともに，小

学校にて実現すべき革新的なプロセスに決定的な価値

をもつものである。

教員は，会議かつ個人で，学習プログラムにより設

定された到達点を達成するための具体的方式及びその

適切な区分方法を定め，新たな活動の挿入や従来の教

育行為の強調などカリキュラムの提供する教育機会の

拡大について考慮した上で，適切な展望において学習

指導の計画化を行うものとする。

計画化は，いかなる方法を選択してもその結果は等

しくなければならないということを考慮した上で，学

習プログラムの示す到達点の規定範囲において，教育

行為の実施に最適な経路及びプロセスを表すことにな

る。

学習指導の計画化について，教員は，自分の職務行

動の計画及び評価の総括としても捉えて実現する必要

がある。

学習指導体制

小学校は2つのチクロ（課程）により構成される。第

1・2学年から成る第1チクロ及び後続の学年から成る第

2チクロである。

チクロを区分する方針は，教育学的論理に従って実

施されるが，これはすべての生徒及び教員にとって同

一であるとはかぎらない。

生徒の個人的成長リズムを尊重するためにも，学習

中の教育的な目的による検証や頻繁な評価を行えるよ

うにするためにも，最終の学期末に連結するように，5

年間の中で異なる学期区分を規定することも可能であ

る。

小学校独自の特徴である「教育‐学習指導」を構成

する教育行為の統一性は，学級担任の教員という特定

の役割（特に第1チクロにおいて）により，また，同一

の学級グループ又はオープンクラスの教育システムで

構成される異なる学級のグループにおける複数の教員

による指導によっても保障される。

特に，複数の教員を配置する第2チクロにおいては，

学校の制度的構成の基本ユニットは「学級」のままと

して，学習指導体制は教員の経験及び特定の文化的関

心を生かすことに基づかなければならない。こうした

目的のためには，協力及び合議的作業が不可欠である

ほか，生徒の固定的・臨時的グループ分けの方式も本

質的部分を成す。

学習指導体制は，さらに，特定の分野において，学

習補助活動やグループ別教育活動も，一般的学習指導

活動と調和させて行う。その際には，マルチメディア

コミュニケーションの環境を推進する教育テクノロジ

ーを活用する。

評価

出発点と到達点，その過程，発見された困難とその

補正処置について実際的な評価を行う目的において，

教員は各生徒の知識及び能力面の発達，学習意欲，自

己意識の成熟についての体系的かつ継続的な情報を収

集する必要がある。

かかる情報は，個人発達及び集団発達のレベルの有

効な比較ができるような基準に基づき，要約した形で

収集されるものとする。情報収集の方法及び手段は，

多様かつ対象となる活動のタイプに常に関連したもの

となる。つまり，場合によっては，客観的なテストに

よることが有効であり，また別のケースでは，非形式

的な教育体験の記録という形もある。

学習指導中に教員により行われる体系的観察の集大

成は，学習指導計画化案の継続的な調整に有利な手段

となり，これにより教師は，適切と判明した変更や補

完を速やかに導入することができることになる。

かかる評価活動の結果について関係者（家族及び学

校）への通知には，個人及び集団の発達に関して学校

の行った事項及び行うと務めている事項が資料で裏付

けられていなくてはならない。

計画化及び検証の活動をつうじ，教員がその心理的

・文化的・教授学的素養の深化について，生涯学習

( )の観点からも評価できるようでなformazione continua
らなければならない。

学習プログラム

学習プログラムに示される文化・教育プロジェクト

は，教科目学習の予備段階の統一的設定から次第に分
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化する教科目領域の出現まで，継続的移行に従って展

開する必要がある。

言語教育は，シンボル化，表現，コミュニケーショ

ンの機会としてとらえる表現法の領域に再編される。

あらゆる表現法は，自分の考えや感情をシンボルや

，記号に翻訳するという人間の能力を表現することから

，特にバーバルコミュニケーションに関わる言語教育は

（ ， ， ，ほかの形態の表現法 図像 音楽 ボディランゲージ

ジェスチャー，手話法）の使用により生じるコミュニ

ケーションや表現の貢献を無視しないようにしなけれ

ばならない。

コミュニケーションの集中する時代及びヨーロッパ

共同体への統合プロセスが日々盛んになる中で，言語

教育も外国語習得への取り組みを除外するわけにはい

かない。

これは，小学校組織法にすでに規定されている特別

教育のひとつを体系的に整備することを意味し，所定

の法的改正をもって一般化した適用が行われることに

なる。

通常の教育活動のなかで日常的に外国語に短い時間

を充てることは，言語教育に必要な連続性を確保し，

学習プロセスを強化するために相当な助けになる。

人間育成の教育単位の本質的な構成要素として，新

学習プログラムでは，イメージ教育・音と音楽教育・

身体運動教育も考慮に入れられている。

児童が広く馴染んでいるイメージ・音楽・運動表現

の読解及び解読は，言語及び論理・数学分野のより複

雑な学習も助けることになる。

学習プログラムは，今回初めて科学教育に専用のス

ペースを規定し，これにより，自然・人間・技術世界

の事実についてより専門的な理解が可能となる。

この教科目は，数学とともに，問題を察知し，解

決の厳密な説明をおこなう能力を発展させる。

また，人間の歴史的発展・地理的配置・組織の観点

， 。から 人間社会の動きにも系統的な配慮がされている

この科目領域は，児童が周囲にあふれる文化的遺産に

ついて学び，次第にその意味を自覚していくことがで

きるように設定された。

宗教については，小学校は，宗教的価値についての

知識・理解・尊重の均等な機会をすべての生徒に提供

する。

学習プログラムの総合的な展開及びその計画化の目

標のなかで，小学校が，児童の年齢経験に即したレベ

ルで職業社会への漸進的アプローチを想定することは

不可欠である。

また，これらの文化的アプローチにおいては，行動

及び作業面における年齢別の心理的特徴にも配慮す

る。




